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平成 26年度 事業報告 

 
 

平成 26年度の事業計画に基づいて、次のとおり取り組みました。 

 

Ⅰ．協会固有課題 

 

１．調査・研究活動 

（１）業務研究会 

「新しい保険商品・サービス及び募集ルールのあり方」、「国際保険資本規制」、

「ＯＲＳＡ報告書」、「国際会計基準」をテーマに4回開催し、会員団体等から第   

1回 106名、第2回 57名、第3回 56名、第4回 62名が出席しました。 

① 第 1回：「新しい保険商品・サービス及び募集ルールのあり方についての解説」（6

月 17日開催） 

金融庁保険商品・サービスの提供等の在り方に関するワーキング・グループ委員

で弁護士の錦野裕宗氏を講師として、金融審議会保険ワーキング・グループに至

るまでの経過から、保険業法改正に伴い新たに導入される募集ルールの内容につ

いて研究会を開催しました。 

② 第 2回：「国際保険資本規制と保険規制改革の進展」（7月 29日開催） 

保険監督者国際機構（ＩＡＩＳ）事務局長の河合美宏氏を講師として、国際保険

資本規制の規制基準案と今後のスケジュールなどについて研究会を開催しました。 

   ③ 第 3回：「保険会社におけるＯＲＳＡ報告書の活用方法」（10月 22日開催） 

     リスクとソルベンシーの自己評価（ＯＲＳＡ）、統合的リスク管理（ＥＲＭ）の

概念や保険会社の動向、ＯＲＳＡ報告書の活用方法とその有用性などについて研

究会を開催しました。 

   ④ 第 4回：「ＩＦＲＳ『保険契約』の最新動向と共済に及ぼす影響の考察」（1月 28

日開催） 

     国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）第４号「保険契約」再公開草案後の議論の経緯・

今後のスケジュール、共済に及ぼす影響の考察について研究会を開催しました。 

 

（２）共済理論研究会 

① 第 1回の研究会では、「共済推進をめぐる環境変化への対応」をテーマに、「保険

募集制度の見直しと共済事業に与える影響」、「ファイナンシャルプランナーと共

済」について研究報告を受け、意見交換を行いました（6月 30日開催）。 

② 第 2回の研究会では、「協同組合共済組合員の意識変化と共済事業の課題」をテ

ーマに研究報告を受け、意見交換を行いました（9月 8日開催）。 

③ 第３回の研究会では、「地方公共団体における監査とガバナンス～共済組織が学

ぶべき点～」をテーマに研究報告を受け、意見交換を行いました（12月 8日開催） 
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④ 第４回の研究会では、平成25・26年度の活動状況の報告のほか、これらの活動

の成果を踏まえた平成27・28年度の共済理論研究会について、体制・方針・内

容（２つのテーマを掲げ、分科会形式で研究活動を行う）について論議し、決定

しました。 

⑤ １月29日に第１回幹事会を開催して、平成27・28年度の共済理論研究会の運営

について決定しました。あわせて、幹事候補および主査候補の選出を行いました。 

⑥ ＪＡ愛知東、愛知県厚生連足助病院を視察し、地域における協同組合活動の現状

に対する理解を深めました（9月 10～11日実施）。 

⑦ 共済の理念と実務上の基礎知識をわかりやすくまとめた研修用資材として「やさ

しい共済入門」を編纂し、「共済と保険」誌に5月号より11回にわたり連載しま

した。 

 

（３）国内外の業界動向の把握 

法令改正等に関する業界の動向を把握するため、適宜、生命保険協会（生保協会）、

日本損害保険協会（損保協会）等と情報交換を行いました。 

海外の協同組合保険に関する情報収集および協同組合保険団体等との連携強化

のために、スリランカで開催された国際協同組合保険連合（ＩＣＭＩＦ）アジア・

オセアニア協会（ＡＯＡ）セミナーに当協会から２名が参加し、「日本の共済の現

状とこれから」をテーマにプレゼンテーションを行いました（8月25～27日開催）。 

また、7月 30日付で国際協同組合同盟（ＩＣＡ）に准会員として、ＩＣＡの日

本会員で構成される日本協同組合連絡協議会（ＪＪＣ）に賛助会員として加盟しま

した。 

 

（４）関係する研究機関等と意見交換する機会の検討 

関係する研究機関等との連携強化の取り組みとして、平成27年１月21日付で一

般社団法人ＪＣ総研に第３号会員として加盟しました。また、欧州の協同組合の情

報を入手・発信するための契約をＪＣ総研との間で締結しました。 

 

（５）共済年鑑の作成 

各所管省庁等の認可を受けて共済事業を実施している43団体の事業実績をとり

まとめ、「2015年版 共済年鑑」を発行しました。 

 

２．会員サービス 

（１）共済実務に関する研修会の開催 

① 共済団体職員研修会の開催 

共済団体職員の人材育成支援のための研修として、共済実務に関する基礎的スキ

ルの向上を目的とした共済団体職員研修会を開催し、共済職員の能力向上を図り

ました。延べ117団体195名が受講しました。 

ア.共済基礎研修会(4月 25日開催) 

イ.生命共済支払査定研修会(7月 3～4日開催) 

ウ.火災共済支払査定研修会 第 1班(9月 1～2日開催) 

エ.火災共済支払査定研修会 第 2班(10月 14～15日開催) 

オ.普及推進研修会（11月 14日開催） 
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カ.経理研修会（1月 21～22日開催） 

② 共済団体の研修会等への支援 

共済団体が実施する研修会等を支援するため、講師派遣（６回・７名）および紹

介（１回・１名）を行いました。 

 

（２）実務者情報交換会の開催 

特定テーマに関する会員団体実務者の情報交換と交流を目的とした「実務者情報

交換会」を２回開催しました。 

① 第 1回：「共済が今、生活者から求められていること ～金融審議会保険ワーキ

ング・グループ報告書の概要と背景～」（9月 17日開催） 

金融庁保険商品・サービスの提供等の在り方に関するワーキング・グループ委員

の神戸孝氏を講師として、ワーキング・グループにおける議論の背景や今後必要

となる金融経済教育、共済に期待される役割等について情報交換および意見交換

を行いました。 

② 第２回：「最近の法改正の動向とそれへの対応 －債権法改正による実務への影響

を中心に－」（2月 18日開催） 

当協会顧問弁護士を講師として、民法（債権法）改正を中心に、消費者契約法や

個人情報保護法の改正、さらには保険会社等の最近の実務的な課題などについて

解説を受けるとともに、情報交換および意見交換を行いました。 

 

３．広報活動 

（１）日本共済協会セミナーの開催 

元ＮＨＫアナウンサーで、京都造形芸術大学教授の松平定知氏を講師として、「私

の取材ノートから『その時歴史が動いた』の取材現場から見た相互扶助の役割」を

テーマにセミナーを開催（11月 26日開催）し、269名の参加がありました。 

 

（２）広報媒体の制作と発行 

① ファクトブック 

「共済」「共済団体」の認知度向上、理解促進のためのツールとして、日本の共済

事業の内容や共済団体の事業概況等の情報を掲載したファクトブック（日本語

版・英語版）を作成し、会員団体および関係団体へ配布しました。 

② 共済協会だより 

当協会の活動内容を会員団体に伝える広報誌として、５回発行しました。 

   ③ 英文ニュースレター 

     当協会の事業活動や会員団体の社会活動などについてＩＣＭＩＦ会員に配信し

ました。この配信した情報は、ＩＣＭＩＦのホームページに紹介されました。 

   ④ Ｖｏｉｃｅ（ヴォイス）への掲載 

     当協会の主な活動を海外に広報するために、ＩＣＭＩＦの機関誌であるＶｏｉｃ

ｅに情報提供を行いました。この提供した情報は、Ｖｏｉｃｅに掲載されました。 

 

（３）マスコミ対応 

当協会の動向などについて、マスコミ向けにニュース・リリースを６回配信しま

した。また、マスコミ等からの取材・問合わせに対応しました。 
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 （４）ホームページ 

     当協会の事業活動、共済についての説明、共済相談所の活動報告などについて、

ホームページ（日本語版・英語版）に掲載しました。また、情報発信の充実を図る

ため、「共済と保険」誌の紹介サイトに一部の記事を掲載しました。 

 

 （５）その他 

     宮城県仙台市で開催された「第３回国連防災世界会議」（3月 14～18日開催）の

パブリック・フォーラムにＡＯＡの会員団体として参加し、共済団体の役割につい

て発信しました。 

 

４．その他 

当協会職員の業務知識の習得、スキル向上を図るため、各種セミナー・研究会・研

修会に参加しました。 

また、コンプライアンス研修会を開催し、職員のコンプライアンス意識の向上を図

りました。 

 

Ⅱ．「共済と保険」誌の刊行 

 

１．「共済と保険」誌の刊行 

（１）月刊誌「共済と保険」を制作・刊行しました。「共済と協同組合に関する理論と実

務の研究誌」として誌面の充実を目指し、実務に関する新たな連載を開始しました。 

 

（２）読みやすさを考慮し、４月号より、Ａ４版横２段組みの体裁としました。 

 

（３）会員団体等から選出された委員による編集委員会を４回開催し、共済団体の役職員

の役に立つ誌面作りを進めました。 

 

（４）購読者拡大に向けた取り組み 

購読者拡大に向け、関係団体の機関誌に広告記事を掲載しました。また、未購読

の団体も含め、多くの共済団体・協同組合に「共済と保険」誌の購読者拡大を要請

しました。 

 

Ⅲ．共済相談所の運営 

 

 １．専門性の向上と態勢の強化 

（１）「反社会的勢力の排除条項規定」の導入等の社会動向、および金融ＡＤＲに基づく

生命保険ＡＤＲ、損害保険ＡＤＲにおける各種規程類の変更状況を鑑み、裁判外紛

争解決手続きの利用の促進に関する法律（ＡＤＲ促進法）の目的、基本理念等を踏

まえた共済相談所規程等の改正を行いました（10月 1日実施）。 

   なお、共済相談所規程および裁定手続規則については、平成26年 7月 28日付で法

務大臣宛に変更の認証申請を行い、9月 22日付で認証を受けました。 
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（２）認証ＡＤＲ機関として取り組んだ内容は、次のとおりです。 

① 紛争解決支援業務の円滑化、および審査委員間の情報の共有化を目的として、審

査委員会を2回開催しました（7月 7日・11月 25日開催）。また、申立案件の適

格性審査および審議会委員の選任を行うため、審査委員会小委員会を計13回開

催しました。 

② 裁定申立てがあった件数は27案件（前年度22案件）で、85回（同76回）の審

議会を開催しました。裁定審議を行った件数は41件（同37件）で、うち24件

（同23件）が終了しました。 

 

（３）当協会職員のスキルアップを目的に、内部学習会を随時実施するとともに、外部研

修会等への参加や消費生活専門相談員等の資格取得を奨励しました。また、日本Ａ

ＤＲ協会・全国消費生活相談員協会・消費者関連専門家会議の主催会議・研修会等

へ参加し、業界的課題を理解するとともに各企業等における顧客対応動向の情報収

集を行いました。 

 

（４）ＡＤＲ機関としての現状や課題について、生保協会（7月 18日開催）、損保協会（1

月 13日開催）、保険オンブズマン（2月 10日開催）、日本少額短期保険協会（3月

4日開催）から情報収集と意見交換を行いました。 

また、生保協会と当協会の審査委員相互の意見交換会を実施しました（2月 19日  

開催）。 

 

２．会員団体への支援 

（１）会員団体に対して、共済相談所における相談・苦情内容を月次でフィードバックし

ました。 

 

（２）相談所連絡会を開催し、裁定手続きの迅速化に向けた取組み等、平成26年度の課

題について連携を図るとともに、会員団体における苦情対応状況や会員団体間の課

題等について情報交換を行いました（第1回 7月 10日開催・第2回 10月 2日開催・

第3回 11月 28日開催・第4回 3月 10日開催）。 

   なお、第2回相談所連絡会は、講演会のみ開催しました。 

 

（３）会員団体職員のスキルアップや業界情報の提供を目的に外部講師による相談所連 

絡会・講演会を開催しました。 

① 「相談者の心理と対応の技法」（10月 2日開催） 

② 「高齢者向けの生命保険サービスに関するガイドラインについて」（3月 10日開催） 

 

（４）当協会と紛争解決支援業務に関する利用契約を締結している会員団体と裁定案件 

等に関する情報交換会を開催しました（第1回 9月 26日開催、第2回 2月 27日開

催）。 

 

（５）会員団体職員の相談・苦情等の対応力向上に向けた支援活動として、会員等が主催

する研修会に講師を派遣しました（３回）。また、各会員の組合員対応業務の理解

促進を図るため、会員のコールセンター等の視察会を会員団体と行いました（12
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月18～19日）。 

 

３．ディスクローズの実施 

「平成25年度 共済相談所における相談・苦情・紛争解決支援の状況について」「審

議会における裁定の概要（平成25年度）」、「平成26年度上半期 共済相談所における

相談・苦情・紛争解決支援の状況について」「審議会における裁定の概要（平成26年

度上半期）」を作成し、会員団体に報告するとともに、ホームページに掲載しました

（7月 23日、12月 1日）。 

 

 ４．その他 

弁護士法23条照会等法令に基づく照会対応の会員窓口業務として556件の受付対

応を行いました(前年度349件)。また、各団体の法令照会窓口担当者を対象に法令照

会担当者会議を開催し、法令照会の取組状況および照会業務内容に関する意見交換を

行いました。（10月 30日開催）。 

 

Ⅳ．法制等政策課題 

 

 １．法制度の改正動向の把握と対応等 

（１）ＡＤＲ関連法 

①  ＡＤＲ促進法や金融ＡＤＲ法などＡＤＲ関連法の改正にかかる関係省庁の動向

把握に努め、必要に応じて、ＡＤＲ関連法に関する情報提供を会員に行いました。 

②  ＡＤＲ促進法施行規則が平成27年 1月 7日に改正され、法務省への役員等の兼

職状況に関する報告および変更の届け出が廃止されました。 

 

（２）各協同組合法および保険業法 

保険業法の改正に伴う金融庁の監督指針の改定動向について情報収集を行いま

した。なお、今後は、２月に当該監督指針案が公表されたことに伴う生損保の具体

的な実務対応動向を把握するとともに、共済への影響等に関する情報収集を行うこ

ととします。 

また、消費生活協同組合法の施行規則等の改正に関して情報収集を行い、共済計

理人の実務指針の一部改正など必要な対応を行いました。 

 

（３）その他共済事業に影響を及ぼす法制等 

① 反社会的勢力に対する対応 

警察庁と調整のうえ、「反社会的勢力の確認（警察への相談）に関する実務要領」

を策定し、反社会的勢力への対応にかかる情勢報告会において会員団体への周知

を図りました（5月 13日開催）。 

また、暴力団排除条項を導入した会員団体（６団体）について、全国暴力追放運

動推進センターへの共同入会を実現しました。 

さらに、暴力団排除条項未導入団体に対しては、導入に向けた個別説明会の実施

や、研修会への講師派遣を行いました。 

あわせて当協会としても、「反社会的勢力に対する基本方針」を制定しました。 

② 大規模災害対策にかかる課題 
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大規模災害対策にかかる特定課題検討会について、損保協会の契約会社照会制度

や地震保険制度の見直しの動向を考慮し、検討会の設置期間を1年間再延長した

うえで、課題を整理し、災害発生時の共済契約に関する手掛かりを失った被災者

のための共済契約照会制度を中心として引き続き検討を行いました。 

また、内閣府「被災者に対する国の支援の在り方に関する検討会」の要請に基づ

き、第８回の検討会において、「災害に係る共済の現状・課題等について（関係者

ヒアリング）」として、地震に対する保障を提供する共済団体での取り組みの報告

を行いました（7月 24日開催）。 

③ その他 

共済事業に関わる法規制（債権法、税務、保険募集規制など）の改正動向および

影響等の調査・研究、情報収集を行い、各共済団体からの問い合わせ等に対し、

情報提供を行いました。また、各共済団体の実務への影響のあるマイナンバー法

対応に関して業界動向など情報収集を行いました。 

 

Ⅴ．その他 

 

１．一般社団法人への移行に伴う対応 

一般社団法人への移行後、初年度となる平成25年度決算を行い、公益目的支出計

画実施報告書（6月 9日開催の第1回理事会で決定、6月 23日開催の定時総会へ報告）

を内閣府へ提出しました。 

 

以 上 
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附属明細書 

 

平成26年度事業報告においては、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則」第34条第3項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」は、該

当する事項がないため作成しておりません。 

  






